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所沢市スマートハウス化推進補助金交付要綱 

（目的等） 

第１条 この要綱は、再生可能エネルギーの活用又は省エネルギーの推進に資する事業

を実施する市民、事業者、自治会等に対し、予算の範囲内において所沢市スマートハ

ウス化推進補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、本市における

脱炭素化の促進を図り、もって地球温暖化を防止することを目的とする。 

２ 第３条第１項第６号及び第７号の補助対象事業の実施に関しては、次に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。 

(１) 二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）

交付要綱（令和４年３月30日付け環政計発第2203301号） 

(２) 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月30日付け環政計発

第2203303号。以下「国実施要領」という。） 

(３) 環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準について（平成20年５月

15日環境会発第080515002号） 

３ 第１項の補助金の交付に関しては、所沢市補助金等交付規則（昭和55年規則第20

号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 



 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(１) 再生可能エネルギー 太陽光、風力、水力、大気中の熱その他の自然界に存す

る熱、バイオマス等をエネルギー源として永続的に利用することができると認めら

れるものをいう。 

(２) 省エネルギー エネルギーを効率的に使用することで、石油、電気等のエネル

ギー使用量を抑制することをいう。 

(３) 脱炭素化 社会経済活動その他の活動に伴って発生する地球温暖化の最大の

原因と言われる二酸化炭素の排出を実質ゼロにすることをいう。 

(４) 自治会等 地縁に基づき形成された自治組織で、自治会、町内会及びマンショ

ン管理組合をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができるもの（以下「補助対象者」という。）は、

次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

(１) 家庭用 自らが居住する市内の住宅に次条第１項第１号に規定する補助対象

事業を実施する個人であって、補助金の請求時において、住民基本台帳法（昭和42

年法律第81号）に基づき本市の住民基本台帳に記録されているもの 

(２) 自治会・管理組合用 自らが管理し、及び運営する市内の地域集会施設又は共

同住宅の共用部分において次条第１項第２号に規定する補助対象事業を実施する

自治会等であるもの 

(３) 事業者用 自らが業を営み、又は活動する市内の事業所等において次条第１項

第３号に規定する補助対象事業を実施する個人又は法人（次に掲げる者を除く。） 

ア 埼玉県地球温暖化対策推進条例（平成21年埼玉県条例第９号）第12条に規定す

る事業者として同条の規定の適用を受ける者 

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）

第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第13項に規定する接客業

務受託営業を営む者 

ウ 暴力団員（所沢市暴力団排除条例（平成24年条例第32号）第２条第２号の暴力

団員をいう。）及び暴力団関係者（同条例第３条第２項の暴力団関係者をいう。）

である者 



 

(４) 入浴介助サービス実施事業者用 前号に該当する事業者のうち、次のいずれか

に定める施設において入浴の介助を行い、次条第１項第４号に規定する補助対象事

業を実施するもの 

ア 医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５に規定する病院及び診療所 

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律

第123号）第５条第１項に規定する障害福祉サービスを行う施設（通所及び入所

によるものに限る。） 

ウ 介護保険法（平成９年法律第123号）第８条第１項に規定する居宅サービス及

び同法第８条の２第１項に規定する介護予防サービスを行う施設（通所及び入所

によるものに限る。） 

エ 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の２第１項に規定する老人居宅生

活支援事業を行う施設（通所及び入所によるものに限る。）及び同法第29条に規

定する有料老人ホーム 

オ その他市長が認める施設 

(５) 初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用 所沢市初期費用ゼロ円太陽光事業登録

制度実施要領（令和５年４月１日施行。以下「実施要領」という。）第12条の規定

による登録を受けた者であって、次条第１項第５号に規定する補助対象事業を実施

するもの 

(６) 重点対策加速化事業家庭用 自らが居住する市内の住宅に次条第１項第６号

に規定する補助対象事業を実施する個人であって、補助金の請求時において、住民

基本台帳法に基づき本市の住民基本台帳に記録されているもの 

(７) 重点対策加速化事業事業者用 自らが業を営み、又は活動する市内の事業所等

において次条第１項第７号に規定する補助対象事業を実施する個人又は法人（次に

掲げる者を除く。） 

ア 埼玉県地球温暖化対策推進条例（平成21年埼玉県条例第９号）第12条に規定す

る事業者として同条の規定の適用を受ける者 

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）

第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第13項に規定する接客業

務受託営業を営む者 

ウ 暴力団員（所沢市暴力団排除条例（平成24年条例第32号）第２条第２号の暴力



 

団員をいう。）及び暴力団関係者（同条例第３条第２項の暴力団関係者をいう。）

である者 

２ 第１項の規定にかかわらず、補助金の申請時及び実績報告時において市税（所沢市

税条例（昭和25年告示第76号）第３条に掲げる税目をいい、所沢市国民健康保険税条

例（昭和32年告示第157号）第１条に規定する国民健康保険税を含む。以下同じ。）

の滞納があるもの及び同一年度内にこの要綱に基づく補助金と対象となる物が同じ

である他の本市の補助金の交付を受けているものは、補助対象者としない。 

３ 第１項第６号及び第７号の規定にかかわらず、次条に規定する補助対象事業と補助

の対象を同じくする国庫補助金を原資とする他の補助金等の交付を受けたことがあ

る、又は受けようとするものは、第１項第６号及び第７号の補助対象者としない。 

（補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、再生可

能エネルギーの活用又は省エネルギーの推進に資する事業とし、その補助対象項目、

種類及び補助対象要件は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

ものとする。 

(１) 家庭用 別表第１第１号 

(２) 自治会・管理組合用 別表第１第２号 

(３) 事業者用 別表第１第３号 

(４) 入浴介助サービス実施事業者用 別表第１第４号 

(５) 初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用 別表第１第５号 

(６) 重点対策加速化事業家庭用 別表第１第６号 

(７) 重点対策加速化事業事業者用 別表第１第７号 

２ 補助対象事業に係る経費（以下「補助対象経費」という。）、補助金額及び補助金

の上限額は、別表第２のとおりとする。 

３ 種類（別表第１第１号に掲げる種類をいう。以下この条において同じ。）のうち、

エコハウス（長期優良住宅、低炭素建築物、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（以

下「ＺＥＨ」という。）又はＺＥＨ Ｏｒｉｅｎｔｅｄのいずれかのものをいう。）

に係る補助金は、当該エコハウスについて、重ねて交付しない。 

４ 同一年度内において別表第２第６号の補助金の交付の決定を受けたときは、次に掲

げる種類に係る補助金は、重ねて交付しない。同一年度内において次に掲げる種類に



 

係る補助金の交付の決定を受けた場合における別表第２第６号の補助金の交付につ

いても、同様とする。 

(１) 太陽光発電システム 

(２) 蓄電池（リチウムイオン電池） 

５ 補助対象経費の合計の金額が自治会・管理組合用にあっては15万円未満、事業者用

にあっては100万円未満であるものは、補助金の交付の対象としない。 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は、次の各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める方法により申請を行わなければなら

ない。 

(１) 別表第１第１号に掲げる補助対象事業（次号に掲げる補助対象事業を除く。） 

所沢市スマートハウス化推進補助金交付申請書（家庭用）（様式第１号）に別表第

３第１号に掲げる補助対象項目の区分に応じ、それぞれに定める必要書類を添付し

て市長に事前に申請しなければならない。 

(２) 別表第１第１号に掲げる補助対象事業であって、次に掲げる補助対象項目に該

当する事業 所沢市スマートハウス化推進補助金交付申請書兼請求書（家庭用）

（様式第２号）に、別表第３第１号に掲げる補助対象項目の区分に応じ、それぞれ

に定める必要書類を添付して市長に当該事業実施後速やかに申請しなければなら

ない。 

ア 創エネ・蓄エネ機器 

イ エコカー充給電設備（Ｖ２Ｈ） 

ウ 電気自動車（ＥＶ） 

エ 燃料電池自動車（ＦＣＶ） 

(３) 別表第１第２号に掲げる補助対象事業（次号に掲げる補助対象事業を除く。） 

所沢市スマートハウス化推進補助金交付申請書（自治会・管理組合用）（様式第３

号）に、別表第３第２号高効率機器の部に定める必要書類を添付して市長に事前に

申請しなければならない。 

(４) 別表第１第２号に掲げる補助対象事業であって、次に掲げる補助対象項目に該

当する事業 所沢市スマートハウス化推進補助金交付申請書兼請求書（自治会・管

理組合用）（様式第３号の２）に、別表第３第２号に掲げる補助対象項目の区分に



 

応じ、それぞれに定める必要書類を添付して市長に当該事業実施後速やかに申請し

なければならない。 

ア 太陽光発電システム 

イ 太陽熱利用システム（ソーラーシステム） 

ウ 蓄電池 

(５) 別表第１第３号及び第４号に掲げる補助対象事業 所沢市スマートハウス化

推進補助金交付申請書兼請求書（事業者及び入浴介助サービス実施事業者用）（様

式第４号）に、別表第３第３号及び第４号に掲げる補助対象項目の区分に応じ、そ

れぞれに定める必要書類を添付して市長に当該事業実施後速やかに申請しなけれ

ばならない。 

(６) 別表第１第５号に掲げる補助対象事業 所沢市スマートハウス化推進補助金

交付申請書（初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用）（様式第５号）に、別表第３第

５号に掲げる必要書類を添付して市長に事前に申請しなければならない。 

(７) 別表第１第６号に掲げる補助対象事業 所沢市スマートハウス化推進補助金

交付申請書（重点対策加速化事業家庭用）（様式第５号の２）に、別表第３第６号

に掲げる必要書類を添付して市長に事前に申請しなければならない。ただし、令和

７年４月１日から同年６月30日までの間に着手した補助対象事業については、市長

が別に定める日までに申請する場合に限り、事後に申請することができるものとす

る。 

(８) 別表第１第７号に掲げる補助対象事業 所沢市スマートハウス化推進補助金

交付申請書（重点対策加速化事業事業者用）（様式第５号の３）に、別表第３第７

号に掲げる必要書類を添付して市長に事前に申請しなければならない。ただし、令

和７年４月１日から同年６月30日までの間に着手した補助対象事業については、市

長が別に定める日までに申請する場合に限り、事後に申請することができるものと

する。 

２ 補助金の申請を行うことができる期間は、毎年度市長が別に定める。 

３ 第１項の規定による申請は、家庭用にあっては別表第１第１号に掲げる補助対象項

目の区分ごとに１年度につき１回限り、自治会・管理組合用、事業者用、入浴介助サ

ービス実施事業者用、重点対策加速化事業家庭用及び重点対策加速化事業事業者用に

あっては１年度につき１回限り、初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用にあっては別表



 

第１第５号に掲げる補助対象項目の設置場所の所在地ごとに１年度につき１回限り

とする。 

（交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当であ

ると認めるときは、当該申請に係る補助金の交付を決定する。 

２ 市長は、前項の規定に基づく決定をしたときは、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める通知書により申請者に通知するものとする。 

(１) 前条第１項第１号、第３号及び第６号から第８号まで 所沢市スマートハウス

化推進補助金交付決定通知書（様式第６号） 

(２) 前条第１項第２号、第４号及び第５号 所沢市スマートハウス化推進補助金交

付決定通知書兼振込通知書（様式第７号） 

３ 市長は、補助金に係る交付の決定において、必要と認めるときは条件を付すことが

できる。 

（交付決定事業の変更） 

第７条 前条第２項第１号の通知を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、

交付の決定を受けた補助対象事業（以下「交付決定事業」という。）の内容を変更し

ようとするときは、所沢市スマートハウス化推進補助金変更承認申請書（様式第８号）

に必要書類を添付して、あらかじめ市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときはこれを審査し、承認の可否を決定し、所沢市ス

マートハウス化推進補助金変更承認（不承認）決定通知書（様式第９号）により通知

するものとする。 

（廃止等の届出） 

第８条 交付決定者は、交付決定事業を中止し、又は廃止しようとするときは、所沢市

スマートハウス化推進補助金廃止等届出書（様式第10号）によりあらかじめ市長に届

け出なければならない。 

（実績報告） 

第９条 交付決定者は、交付決定事業が完了したときは、当該交付決定事業の完了後30

日以内又は市長が別に定める期日のいずれか早い日までに、次の各号に掲げる区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める実績報告書兼請求書に、別表第４に掲げる補助対象

項目の区分に応じ、それぞれに定める必要書類を添付して市長に提出しなければなら



 

ない。 

(１) 第５条第１項第１号 所沢市スマートハウス化推進補助金実績報告書兼請求

書（家庭用）（様式第11号） 

(２) 第５条第１項第３号 所沢市スマートハウス化推進補助金実績報告書兼請求

書（自治会・管理組合用）（様式第12号） 

(３) 第５条第１項第６号 所沢市スマートハウス化推進補助金実績報告書兼請求

書（初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用）（様式第14号） 

(４) 第５条第１項第７号 所沢市スマートハウス化推進補助金実績報告書兼請求

書（重点対策加速化事業家庭用）（様式第14号の２） 

(５) 第５条第１項第８号 所沢市スマートハウス化推進補助金実績報告書兼請求

書（重点対策加速化事業事業者用）（様式第14号の３） 

（補助金額の確定） 

第10条 市長は、前条に規定する実績報告書兼請求書の提出を受けたときは、その内容

を審査し、その報告に係る事業が補助金の交付決定の内容と適合すると認めたときは、

交付すべき補助金の額を確定し、所沢市スマートハウス化推進補助金額確定通知書兼

振込通知書（様式第15号）により通知するものとする。 

（補助金の支払） 

第11条 市長は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日までに、

指定された金融機関の口座に補助金を振り込むものとする。 

(１) 第５条第１項第１号、第３号及び第６号から第８号までに掲げる補助対象事業 

前条の規定による補助金額の確定をした日から起算して30日 

(２) 第５条第１項第２号、第４号及び第５号に掲げる補助対象事業 第６条第１項

の規定による補助金の交付の決定をした日から起算して30日 

（補助金の交付決定の取消し） 

第12条 市長は、補助金の交付を受けたものが次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) この要綱の規定に違反したとき。 

(２) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(３) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（補助金の返還） 



 

第13条 市長は、別表第１第６号又は第７号に掲げる補助対象事業に対する補助金の交

付決定を取り消した場合において、交付決定事業の当該取消しに係る部分に関し、既

に補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じるものとする。 

２ 市長は、第10条の規定による補助金の額の確定をした場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命じるものとする。 

３ 市長は、やむを得ない事情があると認めるときは、第１項の返還の期限を延長し、

又は返還の命令の全部若しくは一部を取り消すことができる。 

（加算金） 

第14条 交付決定者は、第12条及び前条第１項の規定により補助対象事業（別表第１第

６号又は第７号に掲げる補助対象事業に限る。）に対する補助金の交付決定の全部又

は一部を取り消され、その返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の

日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけ

るその後の期間については、既納付額を控除した額）に補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律（昭和38年法律第179号）第19条第１項に規定された割合と同率

で計算した加算金を市に納付しなければならない。 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、交付決定者の納

付した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは、当該納付金額は、まず当

該返還を命ぜられた補助金に充てられたものとする。 

３ 市長は、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金の全部又は一部を免除す

ることができる。 

（延滞金） 

第15条 交付決定者は、別表第１第６号又は第７号に掲げる補助対象事業に対する補助

金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日までに納付しなかったときは、納

期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、民法（明治29年法律第89号）第404条第

１項の規定による法定利率により計算した延滞金を納付しなければならない。 

２ 市長は、やむを得ない事情があると認めるときは、延滞金の全部又は一部を免除す

ることができる。 

（報告） 

第16条 補助金の交付を受けたものは、市長の求めがあったときは、実施した補助対象

事業の効果等について報告するものとする。 



 

（補助金の交付を受けた者の遵守事項財産管理等） 

第17条 第５条第１項第１号から第５号までに掲げる補助対象事業の補助金の交付を

受けたものは、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 実施した補助対象事業により取得した財産等については、当該補助対象事業の

完了の日から５年間は、善良な管理者の注意をもって当該財産等を適正に管理する

こと。 

(２) 市長の承認を受けずに、実施した補助対象事業により取得した財産等を譲渡し、

貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、当該補助対象事業の完了の日か

ら５年間が経過したときは、この限りでない。 

(３) 補助金に係る関係書類等は、実施した補助対象事業の完了の日の属する年度の

翌年度から５年間保存すること。 

２ 第５条第１項第６号に掲げる補助対象事業の補助金の交付を受けたものは、次に掲

げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 実施した補助対象事業により取得した財産等を、補助金の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸付け、又は担保に供しないこと。 

(２) 補助金に係る関係書類等は、実施した補助対象事業の完了の日の属する年度の

翌年度から10年間保存すること。 

(３) 前号の関係書類等の保存期間が満了しない間に解散又は廃業をする場合は、そ

の権利義務を承継する者（権利義務を承継する者がいない場合は市長）に当該書類

を引き継ぐこと。 

３ 第５条第１項第７号又は第８号に掲げる補助対象事業の補助金の交付を受けたも

のは、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める財産処分制限期間内において、実施

した補助対象事業により取得した財産を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は取壊し（廃棄を含む）てはならない。 

ア 太陽光発電設備 17年 

イ 蓄電池 ６年 

(２) 補助金に係る関係書類等は、前号に掲げる財産処分制限期間内において、保存

すること。 

（その他） 



 

第18条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和10年３月31日限り、その効力を失う。 

附 則（令和元年７月１日要綱） 

この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月30日要綱） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正前の所沢市スマートハウス化推進補助金交付要綱の規定によ

り令和元年度までに補助金の交付を受けているネット・ゼロ・エネルギーハウス（Ｚ

ＥＨ）にあっては、令和２年度における補助金の交付の対象としない。 

附 則（令和３年３月31日要綱） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月27日要綱） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にある改正前の所沢市スマートハウス化推進補助金交付要

綱の規定に基づき作成されている用紙は、この要綱の規定にかかわらず、当分の間、

これを使用することができる。 

附 則（令和４年３月31日要綱） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、同

年３月31日から施行する。 

附 則（令和５年３月31日要綱） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年10月10日要綱） 



 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年10月10日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の所沢市スマートハウス化推進補助金交付要綱の規定は、こ

の要綱の施行の日以後の補助金の交付の申請について適用し、同日前の補助金の交付

の申請については、なお従前の例による。 

附 則（令和６年３月29日要綱） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の所沢市スマートハウス化推進補助金交付要綱の

規定に基づき作成されている用紙は、この要綱の規定にかかわらず、当分の間、これ

を使用することができる。 

附 則（令和６年７月１日要綱） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の所沢市スマートハウス化推進補助金交付要綱の規定は、こ

の要綱の施行の日以後の補助金の交付の申請について適用し、同日前の補助金の交付

の申請については、なお従前の例による。 

附 則（令和７年３月31日要綱） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の所沢市スマートハウス化推進補助金交付要綱の規定は、こ

の要綱の施行の日以後の申請に係る所沢市スマートハウス化推進補助金の交付につ

いて適用し、同日前の申請に係る所沢市スマートハウス化推進補助金の交付について

は、なお従前の例による。 



 

別表第１（第４条、第５条関係） 

(１) 家庭用 

補助対象項目 種類 
補助対象要件（新築又は新品に限り、自作

品は不可とする。） 

創エネ・蓄エネ機

器 

エコハウス（長期優

良住宅） 

次の要件を全て満たすこと。 

ア 令和４年10月１日以降に長期優良住宅

の普及の促進に関する法律（平成20年法

律第87号）に定める長期優良住宅の認定

申請を行い、認定を受けているものであ

ること。 

イ 土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律（平成12年

法律第57号。以下この表において「土砂

災害防止法」という。）に定める土砂災

害特別警戒区域に立地しないもの。 

エコハウス（低炭素

建築物） 

次の要件を全て満たすこと。 

ア 都市の低炭素化の促進に関する法律

（平成24年法律第84号）に定める低炭素

建築物の認定を受けているものであるこ

と。 

イ 土砂災害防止法に定める土砂災害特別

警戒区域に立地しないもの。 

エコハウス（ＺＥＨ） 次の要件を全て満たすこと。 

ア 国が実施するＺＥＨの推進に向けた支

援事業の交付決定を受けているもの又は

建築物のエネルギー性能を表示する第三

者認証（ＢＥＬＳ）において、ＺＥＨの

評価・認証を受けているものであること。 

イ 建築物のエネルギー性能を表示する第



 

三者認証（ＢＥＬＳ）において、再生可

能エネルギーを加えた設計一次エネルギ

ー消費量の基準一次エネルギー消費量か

らの削減率が75％以上であること。 

ウ 土砂災害防止法に定める土砂災害特別

警戒区域に立地しないもの。 

エコハウス（ＺＥＨ 

Ｏｒｉｅｎｔｅｄ） 

次の要件を全て満たすこと。 

ア 国が実施するＺＥＨの推進に向けた支

援事業の交付決定を受けているもの又は

建築物のエネルギー性能を表示する第三

者認証（ＢＥＬＳ）において、ＺＥＨの

評価・認証を受けているものであること。 

イ 土砂災害防止法に定める土砂災害特別

警戒区域に立地しないもの。 

太陽光発電システム 次の要件を全て満たすこと。 

ア 日本産業規格（ＪＩＳ規格）又はそれ

に準じた認証等を受けたものであるこ

と。 

イ 性能の保証、設置後のサポート等がメ

ーカー等によって確保されているもので

あること。 

ウ 電力会社との電力受給契約に基づき電

力の受給を行うものであること。ただし、

電力会社との電力受給契約を締結しない

ことを市長が適当と認めるときは、この

限りでない。 

エ 設置する太陽電池モジュールの公称最

大出力が１ｋＷ以上のものであること。 

太陽熱利用システム強制循環式で、日本産業規格（ＪＩＳ Ａ



 

（ソーラーシステ

ム） 

4112）に規定する「太陽集熱器」の性能と

同等以上の性能を有すること。また、蓄熱

槽がある場合は、日本産業規格（ＪＩＳ Ａ

4113）に規定する太陽蓄熱槽と同等以上の

性能を有すること。 

地中熱利用システム

（ヒートポンプシス

テム） 

次の要件を全て満たすこと。 

ア 冷暖房のエネルギー消費効率（ＣＯＰ）

が3.0以上であること。 

イ 地中熱交換器（熱交換井を含む。）が

適切な深度又は総延長を有し、十分な採

熱又は放熱ができること。 

地中熱利用システム

（空気循環） 

地中熱パイプ又はダクトが適切な深度又は

総延長を有し、十分な採熱又は放熱ができ

ること。 

コージェネレーショ

ンシステム（家庭用

燃料電池） 

経済産業省資源エネルギー庁による燃料電

池の利用拡大に向けたエネファーム等導入

支援事業費補助金の補助対象機器として認

められたものであること。 

蓄電池（リチウムイ

オン電池） 

一般社団法人環境共創イニシアチブが実施

するネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支

援事業（以下「ＺＥＨ支援事業」という。）

の補助対象機器として登録されているもの

であること。 

エコリフォーム 開口部の断熱改修の

うち外窓の設置又は

交換 

少なくとも１の居室全ての外部に面した建

具を建具枠とともに設置し、又は交換する

もので、当該窓の熱貫流率が3.5Ｗ／（㎡・

Ｋ）以下であること。この場合においては、

合わせてトイレ、脱衣所又は浴室を同一条

件で改修することができる。 



 

開口部の断熱改修の

うち内窓の設置 

少なくとも１の居室全ての外部に面した既

存の建具の内側に内窓を設置するもので、

熱貫流率が3.5Ｗ／（㎡・Ｋ）以下であるこ

と。この場合においては、合わせてトイレ、

脱衣所又は浴室を同一条件で改修すること

ができる。 

開口部の断熱改修の

うちガラスの交換 

少なくとも１の居室全ての外部に面した既

存の窓ガラスのガラス部分のみを交換する

もので、当該ガラスの中央部の熱貫流率が

3.5Ｗ／（㎡・Ｋ）以下であること。この場

合においては、合わせてトイレ、脱衣所又

は浴室を同一条件で改修することができ

る。 

開口部の断熱改修の

うち玄関ドアの交換 

外部に面した玄関ドア（対象住宅の主たる

出入り口）を交換する工事で、当該ドアの

熱貫流率が3.5Ｗ／（㎡・Ｋ）以下であるこ

と。 

床の断熱改修 少なくとも１の居室の床（建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定める省令（平成28年

経済産業省令・国土交通省令第１号。以下

「省令」という。）第１条第１項第２号イ

(１)（ⅰ）に規定する外皮のうち床をいう。

以下同じ。）全面を施工するもので、改修

後の断熱材の熱抵抗値が住宅部分の外壁、

窓等を通しての熱の損失の防止に関する基

準及び一次エネルギー消費量に関する基準

（平成28年国土交通省告示第266号。以下

「熱損失防止等基準」という。）で規定さ

れた基準値以上であること。 



 

壁の断熱改修 少なくとも１の居室の壁（省令第１条第１

項第２号イ(１)（ⅰ）に規定する外皮のう

ち壁をいう。以下同じ。）全面を施工する

もので、改修後の断熱材の熱抵抗値が熱損

失防止等基準で規定された基準値以上であ

ること。 

天井・屋根の断熱改

修 

少なくとも１の居室の天井・屋根（省令第

１条第１項第２号イ(１)（ⅰ）に規定する

外皮のうち天井及び屋根をいう。以下同

じ。）全面を施工するもので、改修後の断

熱材の熱抵抗値が熱損失防止等基準で規定

された基準値以上であること。 

屋根の遮熱塗装 日本産業規格（ＪＩＳ Ｋ5675）に適合し

た塗料又は同等の性能を有する塗料を屋根

の全面に施工すること。 

エコカー充給電設

備（Ｖ２Ｈ） 

― 一般社団法人次世代自動車振興センターが

実施するクリーンエネルギー自動車等導入

促進対策費補助金の補助対象機器として登

録されているエコカー充給電設備であるこ

と。 

電気自動車（ＥＶ） ― 一般社団法人次世代自動車振興センターが

実施するクリーンエネルギー自動車等導入

促進対策費補助金の補助対象機器として登

録されている電気自動車であること。 

燃料電池自動車

（ＦＣＶ） 

― 一般社団法人次世代自動車振興センターが

実施するクリーンエネルギー自動車等導入

促進対策費補助金の補助対象機器として登

録されている燃料電池自動車であること。 

備考 



 

１ 「エコハウス」とは、長期優良住宅の普及の促進に関する法律に定める長期

優良住宅の認定を受けた住宅、都市の低炭素化の促進に関する法律に定める低

炭素建築物の認定を受けた住宅、外皮の断熱性能の大幅な向上及び高効率な設

備・システムの導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを

実現するとともに、再生可能エネルギーを導入し、年間の一次エネルギーの収

支が零となることを目指した住宅又はＺＥＨを指向した先進的な住宅として、

外皮の高断熱化及び高効率な省エネルギー設備を備えた住宅（都市部狭小地に

建築された住宅に限る。）のことをいう。 

２ 「エコリフォーム」とは、既存住宅の一部の断熱改修又は省エネルギー設備

への交換を行うことにより、住まいの省エネルギー性能を向上させ、環境にや

さしく快適な住まい、健康的な暮らしを実現するリフォームのことをいう。 

３ 「太陽光発電システム」とは、太陽電池を利用することにより、太陽光を受

けて発電する設備のことをいう。 

４ 「太陽熱利用システム」とは、太陽熱エネルギーを集熱器に集めて給湯等に

利用するシステムのことをいう。 

５ 「地中熱利用システム」とは、年間を通して安定した温度の地中熱（地下水

熱を含む。）を熱源とし、空調又は給湯等に利用するシステムのことをいう。 

６ 「コージェネレーションシステム」とは、発電時に発生する排熱を給湯、冷

暖房等に利用する家庭用コージェネレーションシステムのことをいい、都市ガ

ス、ＬＰガス、灯油等から燃料となる水素を取り出して空気中の酸素と反応さ

せて発電を行うコージェネレーションシステム（燃料電池）のことをいう。 

７ 「蓄電池」とは、再生可能エネルギー等により発電した電力又は夜間電力等

を利用して繰り返し電気を蓄え、停電時や電力需要のピーク時等必要に応じて

電気を活用することができるシステムのことをいい、リチウムイオンの電極間

移動による酸化・還元をすることで電気的エネルギーを供給する高性能な充電

式の蓄電池のことをいう。 

８ 「エコカー充給電設備（Ｖ２Ｈ）」とは、電気自動車等と住宅間の充給電を

行う設備のことをいう。 

９ 「電気自動車（ＥＶ）」とは、バッテリー（蓄電池）に蓄えた電気でモータ

ーを回転させて走り、ガソリンのみを利用する車に比べ、環境への負荷が小さ



 

い自動車のことをいう。 

10 「燃料電池自動車（ＦＣＶ）」とは、車載の水素と空気中の酸素を反応させ

て燃料電池を発電し、その電気でモーターを回転させて走り、ガソリンのみを

利用する車に比べ、環境への負荷が小さい自動車のことをいう。 

(２) 自治会・管理組合用 

補助対象項目 種類 補助対象要件（新品に限る。） 

太陽光発電システ

ム 

― 次の要件を全て満たすこと。 

ア 日本産業規格（ＪＩＳ規格）又はそれ

に準じた認証等を受けたものであるこ

と。 

イ 性能の保証、設置後のサポート等がメ

ーカー等によって確保されているもので

あること。 

ウ 電力会社と電力受給契約に基づき電力

の受給を行うものであること。 

エ 設置する太陽電池モジュールの公称最

大出力が１ｋＷ以上のものであること。 

太陽熱利用システ

ム（ソーラーシス

テム） 

― 強制循環式で、日本産業規格（ＪＩＳ Ａ

4112）に規定する「太陽集熱器」の性能と

同等以上の性能を有すること。また、蓄熱

槽がある場合は、日本産業規格ＪＩＳ Ａ

4113）に規定する太陽蓄熱槽と同等以上の

性能を有すること。 

蓄電池 リチウムイオン電池 次のいずれかの要件を満たすこと。 

ア 一般社団法人環境共創イニシアチブが

実施するＺＥＨ支援事業の補助対象機器

として登録されているものであること。 

イ アと同等以上の機能を有するものであ

ること。 



 

高効率機器 給湯又は空調 次のいずれかの要件を満たすこと。ただし、

自治会及び町内会が設置する場合に限る。 

ア エネルギーの使用の合理化及び非化石

エネルギーへの転換等に関する法律（昭

和54年法律第49号）に基づいて定められ

た令和７年３月１日時点以降で有効のエ

ネルギー消費性能等の判断の基準の達成

率100％以上の設備であること。 

イ 経済産業省資源エネルギー庁所管「省

エネルギー投資促進支援事業費補助金

（Ⅲ）設備単独型」において補助対象設

備として登録・公表されていること。 

ウ 既存機器のエネルギー使用量と比べて

10％以上のエネルギー使用量を削減する

ものであること。 

備考 

１ 「太陽光発電システム」とは、太陽電池を利用することにより、太陽光を受

けて発電するシステムのことをいう。 

２ 「太陽熱利用システム（ソーラーシステム）」とは、太陽熱エネルギーを集

熱器に集めて給湯等に利用するシステムのことをいう。 

３ 「蓄電池」とは、再生可能エネルギーにより発電した電力又は夜間電力等を

利用して繰り返し電気を蓄え、停電時や電力需要のピーク時等必要に応じて電

気を活用することができるシステムのことをいい、リチウムイオンの電極間移

動による酸化・還元をすることで電気的エネルギーを供給する高性能な充電式

の蓄電池のことをいう。 

４ 「高効率機器」とは、給湯又は空調を用途とする機器で、かつ、既存機器の

エネルギー使用量と比べてエネルギー使用量を削減する機器のことをいう。 

(３) 事業者用 

補助対象項目 種類 補助対象要件（新品に限る。） 



 

太陽光発電システ

ム 

余剰売電型太陽光発

電システム（エネル

ギー管理システム

（以下この表、別表

第２第３号、別表第

３第３号及び別表第

４第３号おいて「Ｅ

ＭＳ」という。）又

は蓄電池を設置して

いるものに限る。） 

太陽光発電設備についてはア及びイ、ＥＭ

Ｓについてはウ、蓄電池についてはエの要

件を満たすこと。 

ア 日本産業規格（ＪＩＳ規格）又はそれ

に準じた認証等を受けたものであるこ

と。 

イ 性能の保証、設置後のサポート等がメ

ーカー等によって確保されているもので

あること。 

ウ エネルギー使用量を計測し、及び蓄積

し、「見える化」が図られているもので

あること。 

エ 据置型（定置型）であること。ただし、

家庭用蓄電池は、一般社団法人環境共創

イニシアチブが実施するＺＥＨ支援事業

の補助対象機器として登録されているも

のであること。 

自家消費型太陽光発

電システム（ＥＭＳ

又は蓄電池を設置し

ているものに限る。） 

太陽光発電設備についてはア及びイ、ＥＭ

Ｓについてはウ、蓄電池についてはエの要

件を満たすこと。 

ア 日本産業規格（ＪＩＳ規格）又はそれ

に準じた認証等を受けたものであるこ

と。 

イ 性能の保証、設置後のサポート等がメ

ーカー等によって確保されているもので

あること。 

ウ エネルギー使用量を計測し、及び蓄積

し、「見える化」が図られているもので

あること。 



 

エ 据置型（定置型）であること。ただし、

家庭用蓄電池は、一般社団法人環境共創

イニシアチブがＺＥＨ支援事業の補助対

象となる機器として登録していること。 

営農型太陽光発電

システム（ソーラ

ーシェアリング） 

― ア 日本産業規格（ＪＩＳ規格）又はそれ

に準じた認証等を受けたものであるこ

と。 

イ 性能の保証、設置後のサポート等がメ

ーカー等によって確保されているもので

あること。 

ウ 継続可能で収益が見込める営農計画を

立てていること。 

エ 営農に適した日射量が確保できる計画

となっていること。 

オ パネル架台の支柱は、農作業を効率的

に行える高さ又は間隔が確保されている

こと。 

カ 支柱部分について、農地の一時転用許

可を受けていること。 

キ 発電事業が継続できなくなった場合の

撤去費用又は農地の原形復旧、損害等の

取扱いが明確であること。 

備考 

１ 「太陽光発電システム」とは、太陽光発電設備に、ＥＭＳ又は蓄電池を加え

たものをいう。 

２ 「エネルギー管理システム」とは、電力使用量等を自動で実測しエネルギー

の見える化を図るとともに、エネルギー使用の効率化及び電力需要の制御を図

るシステムのことをいう。 

３ 「蓄電池」とは、再生可能エネルギー等により発電した電力又は夜間電力等



 

を利用して繰り返し電気を蓄え、停電時や電力需要のピーク時等必要に応じて

電気を活用することができるシステムのことをいい、リチウムイオンの電極間

移動による酸化・還元をすることで電気的エネルギーを供給する高性能な充電

式の蓄電池のことをいう。 

４ 「太陽光発電設備」とは、太陽電池を利用することにより、太陽光を受けて

発電する設備のことをいう。 

５ 「自家消費型太陽光発電システム」とは、太陽光発電システムのうち当該発

電設備を設置した施設において、当該発電設備から得られたエネルギーの全量

を自ら消費するものをいう。 

６ 「余剰売電型太陽光発電システム」とは、太陽光発電システムのうち当該発

電設備を設置した施設において、当該発電設備から得られたエネルギーを自ら

消費及び売電するものをいう。 

７ 「営農型太陽光発電システム（ソーラーシェアリング）」とは、農地に支柱

を立てて上部空間に太陽光発電設備を設置し、農業と発電事業を同時に行うこ

とをいう。 

(４) 入浴介助サービス実施事業者用 

補助対象項目 種類 補助対象要件（新品に限る。） 

太陽熱利用システ

ム（ソーラーシス

テム） 

― 強制循環式で、日本産業規格（ＪＩＳ Ａ

4112）に規定する「太陽集熱器」の性能と

同等以上の性能を有すること。また、蓄熱

槽がある場合は、日本産業規格（ＪＩＳ Ａ

4113）に規定する太陽蓄熱槽と同等以上の

性能を有すること。 

備考 

「太陽熱利用システム」とは、太陽熱エネルギーを集熱器に集めて給湯等に利用

するシステムのことをいう。 

(５) 初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用 

補助対象項目 種類 補助対象要件 

太陽光発電システ太陽光発電設備 ア 実施要領に基づき登録を受けた初期費



 

ム  用ゼロ円太陽光として設置するものであ

ること。 

イ 住宅等の所有者と登録事業プランを提

供する事業者との間で登録事業プランに

係る契約が締結され、設置工事が行われ

るものであること。 

ウ 住宅等の所有者が市税を滞納していな

いこと。 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

備考 

１ 「太陽光発電システム」とは、太陽光発電設備又は太陽光発電設備に蓄電池

を加えたものをいう。 

２ 「太陽光発電設備」とは、太陽電池を利用することにより、太陽光を受けて

発電する設備のことをいう。 

３ 「蓄電池」とは、再生可能エネルギーにより発電した電力又は夜間電力等を

利用して繰り返し電気を蓄え、停電時や電力需要のピーク時等必要に応じて電

気を活用することができるシステムのことをいい、リチウムイオンの電極間移

動による酸化・還元をすることで電気的エネルギーを供給する高性能な充電式

の蓄電池のことをいう。 

４ 「初期費用ゼロ円太陽光」とは、住宅等の所有者が負担する初期費用が不要

であるリース又は電力販売による太陽光発電システムを設置する事業（屋根借

り及び太陽光発電システムの販売（割賦販売等を含む。）に係るものを除く。）

をいう。 

５ 「住宅等」とは、市内に所在する次に掲げる建築物をいう。 

ア 生活の用に供する戸建ての住宅又は共同住宅（ウに該当する建築物を除

く。） 

イ 店舗、事務所、営業所、倉庫又は工場等であって、事業（電気事業法（昭

和39年法律第170号）第２条第１項第14号に規定する発電事業を除く。）が

行われているもの（ウに該当する建築物を除く。） 

ウ 生活の用に供する部分とイの事業の用に供する部分が併用されている建



 

築物 

エ 柱及び屋根又は柱、屋根及び壁で構成された車庫 

６ 「登録事業プラン」とは、実施要領に基づき登録された初期費用ゼロ円太陽

光のプランのことをいう。 

７ 新築の住宅等に設置する場合にあっては、引渡し日を設置工事の開始日とみ

なすことができる。 

(６) 重点対策加速化事業家庭用 

補助対象項目 種類 補助対象要件（新品に限る。） 

太陽光発電システ

ム 

太陽光発電設備 次の要件を全て満たすこと。 

ア 日本産業規格（ＪＩＳ規格）又はそれ

に準じた認証等を受けたものであるこ

と。 

イ 性能の保証、設置後のサポート等がメ

ーカー等によって確保されているもので

あること。 

ウ 電力会社との電力受給契約に基づき電

力の受給を行うものであること。ただし、

電力会社との電力受給契約を締結しない

ことを市長が適当と認めるときは、この

限りでない。 

エ 設置する太陽電池モジュールの公称最

大出力が１ｋＷ以上のものであること。 

オ 一般財団法人電気安全環境研究所（Ｊ

ＥＴ）の認証等を受けたものであること。 

カ 停電時においても電力供給を継続する

機能を有するものであること。 

キ 第三者所有型である電力購入契約（以

下「ＰＰＡモデル」という。）又はリー

ス契約での導入としないこと。 



 

ク 第17条第３項第１号に規定する財産処

分制限期間を経過するまでの間、温室効

果ガス排出削減効果について、国内にお

ける地球温暖化対策のための排出削減・

吸収量認証制度（Ｊ－クレジット制度）

実施要綱（平成25年４月17日付け経済産

業省・環境省・農林水産省策定）に基づ

くＪ－クレジット制度（以下「Ｊ－クレ

ジット制度」という。）への登録を行わ

ないこと。 

ケ 国実施要領別紙２の２．交付対象事業

の内容ア屋根置きなど自家消費型の太陽

光発電(ア)太陽光発電設備（自家消費型）

の表の交付要件の項中ａからｄまで及び

ｇを全て満たすものであること。 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

太陽光発電設備についてはアからケまで、

蓄電池についてはキ及びコからシまでを満

たすこと。 

ア 日本産業規格（ＪＩＳ規格）又はそれ

に準じた認証等を受けたものであるこ

と。 

イ 性能の保証、設置後のサポート等がメ

ーカー等によって確保されているもので

あること。 

ウ 電力会社との電力受給契約に基づき電

力の受給を行うものであること。ただし、

電力会社との電力受給契約を締結しない

ことを市長が適当と認めるときは、この

限りでない。 



 

エ 設置する太陽電池モジュールの公称最

大出力が１ｋＷ以上のものであること。 

オ 一般財団法人電気安全環境研究所（Ｊ

ＥＴ）の認証等を受けたものであること。 

カ 停電時においても電力供給を継続する

機能を有するものであること。 

キ ＰＰＡモデル又はリース契約での導入

としないこと。 

ク 第17条第３項第１号に規定する財産処

分制限期間を経過するまでの間、温室効

果ガス排出削減効果について、Ｊ－クレ

ジット制度への登録を行わないこと。 

ケ 国実施要領別紙２の２．交付対象事業

の内容ア屋根置きなど自家消費型の太陽

光発電(ア)太陽光発電設備（自家消費型）

の表の交付要件の項中ａからｄまで及び

ｇを全て満たすものであること。 

コ 4,800Ａｈ・セル未満であること。 

サ 取得価格が蓄電容量1.0ｋＷｈ当たり

12.5万円以下（工事費を含み、消費税及

び地方消費税を除く。）となるように努

めること。 

シ 国実施要領別紙２の２．交付対象事業

の内容ア屋根置きなど自家消費型の太陽

光発電(イ)蓄電池の表の交付要件の項中

ａからｃまで及びｈからｍまでを全て満

たすものであること。 

備考 

１ 「太陽光発電システム」とは、太陽光発電設備又は太陽光発電設備に蓄電池



 

を加えたものをいう。 

２ 「太陽光発電設備」とは、太陽電池を利用することにより、太陽光を受けて

発電する設備のことをいう。 

３ 「蓄電池」とは、再生可能エネルギーにより発電した電力又は夜間電力等を

利用して繰り返し電気を蓄え、停電時や電力需要のピーク時等必要に応じて電

気を活用することができるシステムのことをいい、リチウムイオンの電極間移

動による酸化・還元をすることで電気的エネルギーを供給する高性能な充電式

の蓄電池のことをいう。 

(７) 重点対策加速化事業事業者用 

補助対象項目 種類 補助対象要件（新品に限る。） 

余剰売電型太陽光

発電システム 

太陽光発電設備又は

エネルギー管理シス

テム（以下この表、

別表第２第７号、別

表第３第７号及び別

表第４第７号おいて

「ＥＭＳ」という。）

を同時に設置するも

の 

太陽光発電設備についてはアからオまで、

ＥＭＳについてはカ、蓄電池についてはウ

及びキからケまでの要件を満たすこと。 

ア 一般財団法人電気安全環境研究所（Ｊ

ＥＴ）の認証等を受けたものであること。 

イ 停電時においても電力供給を継続する

機能を有するものであること。 

ウ ＰＰＡモデル又はリース契約での導入

としないこと。 

エ 第17条第３項第１号に規定する財産処

分制限期間を経過するまでの間、温室効

果ガス排出削減効果について、Ｊ－クレ

ジット制度への登録を行わないこと。 

オ 国実施要領別紙２の２．交付対象事業

の内容ア屋根置きなど自家消費型の太陽

光発電(ア)太陽光発電設備（自家消費型）

の表の交付要件の項中ａからｄまで及び

ｇを全て満たすものであること。 

カ エネルギー使用量を計測し、及び蓄積

太陽光発電設備又は

蓄電池を同時に設置

するもの 

太陽光発電設備、Ｅ

ＭＳ及び蓄電池を同

時に設置するもの 

自家消費型太陽光

発電システム 

太陽光発電設備及び

ＥＭＳを同時に設置

しているもの 

太陽光発電設備及び



 

蓄電池を同時に設置

するもの 

し、「見える化」が図られているもので

あること。 

キ 4,800Ａｈ・セル未満のものについて

は、取得価格が蓄電容量1.0ｋＷｈ当たり

12.5万円以下（工事費を含み、消費税及

び地方消費税を除く。）、4,800Ａｈ・セ

ル以上のものについては、取得価格が蓄

電容量1.0ｋＷｈ当たり11.9万円以下（工

事費を含み、消費税及び地方消費税を除

く。）となるように努めること。 

ク 国実施要領別紙２の２．交付対象事業

の内容ア屋根置きなど自家消費型の太陽

光発電(イ)蓄電池の表の交付要件の項中

ａからｃまで（4,800Ａｈ・セル未満のも

のついてはａからｃまで及びｈからｍま

で）を全て満たすものであること。 

ケ 4,800Ａｈ・セル以上のものについて

は、埼玉西部消防組合火災予防条例（平

成25年条例第38号）第13条に規定する安

全基準を遵守するものであること。 

太陽光発電設備、Ｅ

ＭＳ及び蓄電池を同

時に設置するもの 

備考 

１ 「太陽光発電システム」とは、太陽光発電設備にＥＭＳ若しくは蓄電池を加

えたもの又は太陽光発電設備にＥＭＳ及び蓄電池を加えたものをいう。 

２ 「エネルギー管理システム」とは、電力使用量等を自動で実測しエネルギー

の見える化を図るとともに、エネルギー使用の効率化及び電力需要の制御を図

るシステムのことをいう。 

３ 「蓄電池」とは、再生可能エネルギーにより発電した電力又は夜間電力等を

利用して繰り返し電気を蓄え、停電時や電力需要のピーク時等必要に応じて電

気を活用することができるシステムのことをいい、リチウムイオンの電極間移



 

動による酸化・還元をすることで電気的エネルギーを供給する高性能な充電式

の蓄電池のことをいう。 

４ 「太陽光発電設備」とは、太陽電池を利用することにより、太陽光を受けて

発電する設備のことをいう。 

５ 「自家消費型太陽光発電システム」とは、太陽光発電設備のうち当該発電設

備を設置した施設において、当該発電設備から得られたエネルギーの全量を自

ら消費するものをいう。 

６ 「余剰売電型太陽光発電システム」とは、太陽光発電システムのうち当該発

電設備を設置した施設において、当該発電設備から得られたエネルギーを自ら

消費及び売電するものをいう。 

別表第２（第４条関係） 

(１) 家庭用 

補助対象項目 種類 補助対象経費 補助金額 上限額 

創エネ・蓄エネ機

器 

エコハウス（長期優良

住宅） 

①設備費（補助対

象事業の実施

に必要な設備、

建築材料の購

入に要する費

用） 

②工事費 

５万円 ― 

エコハウス（低炭素建

築築物） 

①設備費（補助対

象事業の実施

に必要な設備

及び再生可能

エネルギー利

用設備） 

②工事費 

７万円 ― 

エコハウス（ＺＥＨ） ①設備費（高断熱

外皮、空調設

10万円 ― 



 

備、換気設備及

び再生可能エ

ネルギー利用

設備） 

②工事費 

エコハウス（ＺＥＨ 

Ｏｒｉｅｎｔｅｄ） 

①設備費（高断熱

外皮、空調設

備、換気設備） 

②工事費 

５万円 ― 

太陽光発電システム ①機器費 

ア 太陽電池モ

ジュール 

イ インバー

タ・保護装置

（パワーコン

ディショナ） 

ウ 架台 

エ 配管配線器

具 

②設置工事費 

発電出力１ｋ

Ｗ当たり３万

円 

15万円 

太陽熱利用システム

（ソーラーシステム） 

①機器費 

ア 集熱器 

イ 貯湯ユニッ

ト 

ウ 蓄熱槽 

エ 架台 

オ 配管配線器

具 

②設置工事費 

集熱面積１㎡

当たり２万円 

12万円 



 

地中熱利用システム

（ヒートポンプシス

テム） 

①機器費 

ア 採熱パイプ 

イ ヒートポン

プ 

ウ 循環ポンプ 

エ リモコン 

オ 配管配線器

具 

②設置工事費 

25万円 ― 

地中熱利用システム

（空気循環） 

①機器費 

ア 熱交換パイ

プ 

イ ファンユニ

ット 

ウ 空気循環ユ

ニット 

エ 配管配線器

具 

②設置工事費 

25万円 ― 

コージェネレーショ

ンシステム（家庭用燃

料電池） 

①機器費 

ア 燃料電池ユ

ニット 

イ 貯湯ユニッ

ト 

ウ リモコン 

エ 配管配線器

具 

②設置工事費 

10万円 ― 

蓄電池（リチウムイオ①機器費 蓄電容量１ｋ 24万円 



 

ン電池） ア 蓄電池部 

イ 電力変換装

置 

ウ 配管配線器

具 

②設置工事費 

Ｗｈ当たり３

万円 

エコリフォーム 開口部の

断熱改修

のうち外

窓の設置

又は交換 

大 2.8㎡

以上 

①材料費 

ア 窓ガラス 

イ 窓枠 

ウ サッシ 

エ ドア 

オ 断熱材 

カ 断熱パネル 

キ 遮熱塗料 

ク 節水型トイ

レ 

ケ 高断熱浴槽 

コ その他工事

に必要な材料 

②工事費 

１か所当たり

１万円 

30万円 

中 1.6㎡

以上

2.8㎡

未満 

１か所当たり

8,000円 

小 0.1㎡

以上

1.6㎡

未満 

１か所当たり

6,000円 

開口部の

断熱改修

のうち内

窓の設置 

大 2.8㎡

以上 

１か所当たり

9,000円 

中 1.6㎡

以上

2.8㎡

未満 

１か所当たり

7,000円 

小 0.1㎡

以上

1.6㎡

未満 

１か所当たり

5,000円 

開口部の

断熱改修

のうちガ

大 1.4㎡

以上 

１か所当たり

8,000円 

中 0.8㎡ １か所当たり



 

ラスの交

換 

以上

1.4㎡

未満 

5,000円 

小 0.1㎡

以上

0.8㎡

未満 

１か所当たり

3,000円 

開口部の断熱改修の

うち玄関ドアの交換 

１か所当たり

４万円 

床の断熱改修 (１) １階の

床全面を施

工する場合

６万円 

(２) 床を１

居室単位で

施工する場

合１㎡当た

り1,000円

（上限６万

円） 

壁の断熱改修 (１) 壁全面

を施工する

場合10万円 

(２) 壁を１

居室単位で

施工する場

合１㎡当た

り1,000円

（上限10万



 

円） 

天井・屋根の断熱改修 １㎡当たり400

円 

屋根の遮熱塗装 ３万円 

エコカー充給電

設備（Ｖ２Ｈ） 

 

― ①機器費 

ア 電力充給電

設備 

イ 必要不可欠 

な附属機器 

②設置工事費 

５万円 ― 

電気自動車（Ｅ

Ｖ） 

― 車両本体購入費 ５万円 ― 

燃料電池自動車

（ＦＣＶ） 

― 車両本体購入費 ５万円 ― 

備考 

１ この表の補助対象項目及び種類の欄に掲げる用語の意義については、別表第

１第１号の規定の例による。 

２ 「発電出力」とは、太陽電池の最大出力（システムを構築する太陽電池モジ

ュールの公称最大出力をいう。）の合計値又はパワーコンディショナーの定格

出力の合計値のいずれか低い方の値をいう。 

３ 創エネ・蓄エネ機器で、同一年度内に重点対策加速化事業家庭用の補助金の

交付を申請し、又は交付決定を受けている場合、重点対策加速化事業家庭用に

係る補助金額のうち、太陽光発電設備については発電出力１ｋＷ当たり３万円

（上限15万円）を、蓄電池については蓄電容量１ｋＷｈ当たり３万円（上限24

万円）を、上限額から差し引くものとする。 

４ 18歳未満を含む三世代が同居し、日常生活を営んでいる場合、補助金額及び

上限額の10％を加算する。 

５ 小規模登録事業者（所沢市スマートハウス化推進補助制度小規模事業者登録

制度実施要領（平成31年４月１日施行）第４条第２項に規定する登録者をいう。



 

以下「小規模登録事業者」という。）が施工した場合、補助金額及び上限額の

３％を加算する。 

６ 再生可能エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している場合、補助金

額及び上限額の20％を加算する。 

７ 加算措置は、併用することができる。 

８ エコリフォームを除き、補助対象経費が補助金額を下回る場合、実費支給と

する。 

９ 補助金額に千円未満の額が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

(２) 自治会・管理組合用 

補助対象項目 種類 補助対象経費 補助金額 上限額 

太陽光発電システ

ム 

― ①機器費 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナ） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

オ カラーモニタ

ー 

カ データ集約機

器 

キ 通信機器 

ク 制御装置 

ケ モニター装置 

コ 計測機器 

サ 必要不可欠な

付属機器 

補助対象経費の

２分の１ 

100万円 



 

②設置工事費 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 労務費 

エ 機器搬入費 

オ その他市長が

認める経費 

太陽熱利用システ

ム（ソーラーシス

テム） 

― ①機器費 

ア 集熱器 

イ 貯湯ユニット 

ウ 蓄熱槽 

エ 架台 

オ 配管配線器具 

カ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 労務費 

エ 機器搬入費 

オ その他市長が

認める経費 

補助対象経費の

２分の１ 

蓄電池 リチウムイオン電池 ①機器費 

ア 蓄電池部 

イ 電力変換装置 

ウ 配管配線器具 

エ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

補助対象経費の

２分の１ 



 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 労務費 

エ 機器搬入費 

オ その他市長が

認める経費 

高効率機器 給湯又は空調 ①機器費 

ア 設備機器 

イ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 労務費 

エ 機器搬入費 

オ その他市長が

認める経費 

補助対象経費の

２分の１ 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第２号

の規定の例による。 

２ 再生可能エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している場合、補助金

額及び上限額を20％加算する。 

３ 補助金額に千円未満の額が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

(３) 事業者用 

補助対象項目 種類 補助対象経費 補助金額 上限額 

太陽光発電システ

ム 

余剰売電型太陽光発

電システム（ＥＭＳ

又は蓄電池を設置し

ているものに限る。） 

太陽光発電設備に

ついてはアからウ

まで、ス及びセ、

ＥＭＳについては

補助対象経費の

10分の１ 

200万円 



 

エからケまで及び

セ、蓄電池につい

てはコからセまで

に係る経費 

①機器費 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ カラーモニタ

ー 

オ データ集約機

器 

カ 通信機器 

キ 制御装置 

ク モニター装置 

ケ 計測機器 

コ 蓄電池ユニッ

ト 

サ 蓄電池部 

シ 電力変換装置 

ス 配管配線器具 

セ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

ア 設計費 



 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ その他市長が

認める経費 

自家消費型太陽光発

電システム（ＥＭＳ

又は蓄電池を設置し

ているものに限る。） 

太陽光発電設備に

ついてはアからウ

まで、ス及びセ、

ＥＭＳについては

エからケまで及び

セ、蓄電池につい

てはコからセまで

に係る経費 

①機器費 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ カラーモニタ

ー 

オ データ集約機

器 

カ 通信機器 

キ 制御装置 

補助対象経費の

５分の１ 



 

ク モニター装置 

ケ 計測機器 

コ 蓄電池ユニッ

ト 

サ 蓄電池部 

シ 電力変換装置 

ス 配管配線器具 

セ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ その他市長が

認める経費 

営農型太陽光発電

システム（ソーラ

ーシェアリング） 

 ①機器費 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

オ 必要不可欠な

附属機器 



 

②設置工事費 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ その他市長が

認める経費 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第３号

の規定の例による。 

２ 再生可能エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している場合、補助金

額及び上限額の20％を加算する。 

３ 補助金額に千円未満の額が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

(４) 入浴介助サービス実施事業者用 

補助対象項目 種類 補助対象経費 補助金額 上限額 

太陽熱利用システ

ム（ソーラーシス

テム） 

― ①機器費 

ア 集熱器 

イ 貯湯ユニット 

ウ 蓄熱槽 

エ 架台 

オ 配管配線器具 

カ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 労務費 

補助対象経費の

３分の１ 

100万円 



 

エ 機器搬入費 

オ その他市長が

認める経費 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第４号

の規定の例による。 

２ 再生可能エネルギー比率50％以上の電力プラン使用している場合、補助金額

及び上限額の20％を加算する。 

３ 補助金額に千円未満の額が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

(５) 初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用 

補助対象項目 種類 補助対象経費 補助金額 上限額 

太陽光発電システ

ム 

太陽光発電設備 契約期間内のサー

ビス利用料金の合

計見込額 

発電出力１ｋＷ

当たり３万円 

15万円 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

契約期間内のサー

ビス利用料金の合

計見込額 

太陽光発電設備

については発電

出力１ｋＷ当た

り３万円、蓄電

池については蓄

電容量１ｋＷｈ

当たり３万円 

太陽光発

電設備に

ついては

15万円、

蓄電池に

ついては

24万円 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第５号

の規定の例による。 

２ 「サービス利用料金」とは、登録事業プランの実施に当たり、契約者が負担

するリース料又は電気使用料をいう。 

３ 「発電出力」とは、太陽電池の最大出力（システムを構築する太陽電池モジ

ュールの公称最大出力をいう。）の合計値又はパワーコンディショナーの定格

出力の合計値のいずれか低い方の値をいう。 



 

４ 小規模登録事業者が施工した場合、補助金額及び上限額の３％を加算する。 

５ 太陽光発電設備の発電で賄うことができない電力の供給が登録事業プラン

に含まれている場合において、当該電力プランの再生可能エネルギー比率が

50％以上のときは、補助金額及び上限額の20％を加算する。 

６ 補助金額に千円未満の額が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

(６) 重点対策加速化事業家庭用 

補助対象項目 種類 補助対象経費 補助金額 上限額 

太陽光発電システ

ム 

太陽光発電設備 ①機器費 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

②設置工事費 

発電出力１ｋＷ

当たり10万円 

50万円 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

①機器費（太陽光

発電設備につい

てはアからウ、

キ及びク、蓄電

池についてはエ

からクまでに係

る経費） 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

太陽光発電設備

については発電

出力１ｋＷ当た

り10万円（上限

50万円）、蓄電

池については補

助対象経費の３

分の１（上限

37.6万円）及び

蓄電容量１ｋＷ

ｈ当たり３万円

（上限24万円）

111.6万

円 



 

ナー） 

ウ 架台 

エ 蓄電池部 

オ 電力変換装置 

カ 特定負荷分電

盤 

キ 配管配線器具 

ク 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

の合計額 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第６号

の規定の例による。 

２ 「発電出力」とは、太陽電池の最大出力（システムを構築する太陽電池モジ

ュールの公称最大出力をいう。）の合計値又はパワーコンディショナーの定格

出力の合計値のいずれか低い方の値をいう。 

３ 18歳未満を含む三世代が同居し、日常生活を営んでいる場合、太陽光発電設

備については発電出力１ｋＷ当たり３万円を乗じた額の10％を、蓄電池につい

ては蓄電容量１ｋＷｈ当たり３万円を乗じた額の10％を補助金額及び上限額

にそれぞれ加算する。 

４ 小規模登録事業者が施工した場合、太陽光発電設備については発電出力１ｋ

Ｗ当たり３万円を乗じた額の３％を、蓄電池については蓄電容量１ｋＷｈ当た

り３万円を乗じた額の３％を補助金額及び上限額にそれぞれ加算する。 

５ 再生可能エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している場合、太陽光

発電設備については発電出力１ｋＷ当たり３万円を乗じた額の20％を、蓄電池

については蓄電容量１ｋＷｈ当たり３万円を乗じた額の20％を補助金額及び

上限額にそれぞれ加算する。 

６ 補助金額に千円未満の額が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

(７) 重点対策加速化事業事業者用 



 

補助対象項目 種類 補助対象経費 補助金額 上限額 

余剰売電型太陽光

発電システム 

太陽光発電設備及び

ＥＭＳを同時に設置

するもの 

①機器費 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

オ カラーモニタ

ー 

カ データ集約機

器 

キ 通信機器 

ク 制御装置 

ケ モニター装置 

コ 計測機器 

サ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ 直接経費 

ク 共通仮設費 

補助対象経費の

10分の１（上限

200万円）及び発

電出力１ｋＷ当

たり５万円（上

限100万円）の合

計額 

300万円 



 

ケ 付帯工事費 

コ 機械器具費 

サ 測量及び試験

費 

シ その他市長が

認める経費 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

①機器費（太陽光

発電設備につい

てはアからエま

で及びケ、蓄電

池についてはエ

からクまでに係

る経費） 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

オ 蓄電池ユニッ

ト 

カ 蓄電池部 

キ 電力変換装置 

ク 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費（太

陽光発電設備に

太陽光発電設備

については補助

対象経費の10分

の１（上限200

万円）及び発電

出力１ｋＷ当た

り５万円（上限

100万円）の合計

額、蓄電池につ

いては補助対象

経費の３分の１

（上限額85.3万

円） 

385.3万

円 



 

ついてはアから

カ及びシ、蓄電

池については

ア、エ及びキか

らシまでに係る

経費） 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ 直接経費 

ク 共通仮設費 

ケ 付帯工事費 

コ 機械器具費 

サ 測量及び試験

費 

シ その他市長が

認める経費 

太陽光発電設備、Ｅ

ＭＳ及び蓄電池を同

時に設置するもの 

①機器費（太陽光

発電設備につい

てはアからエま

で及びセ、ＥＭ

Ｓについてはオ

からコまで及び

セ、蓄電池につ

いてはエ及びサ

からセまでに係

太陽光発電設備

及びＥＭＳにつ

いては補助対象

経費の10分の１

（上限200万円）

及び発電出力１

ｋＷ当たり５万

円（上限100万

円）の合計額、

385.3万

円 



 

る経費） 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

オ カラーモニタ

ー 

カ データ集約機

器 

キ 通信機器 

ク 制御装置 

ケ モニター装置 

コ 計測機器 

サ 蓄電池ユニッ

ト 

シ 蓄電池部 

ス 電力変換装置 

セ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費（太

陽光発電設備及

びＥＭＳについ

てはアからカ及

びシ、蓄電池に

ついてはア、エ

蓄電池について

は補助対象経費

の３分の１（上

限85.3万円） 



 

及びキからシま

でに係る経費） 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ 直接経費 

ク 共通仮設費 

ケ 付帯工事費 

コ 機械器具費 

サ 測量及び試験

費 

シ その他市長が

認める経費 

自家消費型太陽光

発電システム 

太陽光発電設備及び

ＥＭＳを同時に設置

するもの 

①機器費 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

オ カラーモニタ

ー 

カ データ集約機

器 

補助対象経費の

５分の１（上限

200万円）及び発

電出力１ｋＷ当

たり５万円（上

限100万円）の合

計額 

300万円 



 

キ 通信機器 

ク 制御装置 

ケ モニター装置 

コ 計測機器 

サ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ 直接経費 

ク 共通仮設費 

ケ 付帯工事費 

コ 機械器具費 

サ 測量及び試験

費 

シ その他市長が

認める経費 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

①機器費（太陽光

発電設備につい

てはアからエま

で及びク、蓄電

池についてはエ

からクまでに係

る経費） 

ア 太陽電池モジ

太陽光発電設備

については補助

対象経費の５分

の１（上限200

万円）及び発電

出力１ｋＷ当た

り５万円（上限

100万円）の合計

385.3万

円 



 

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

オ 蓄電池ユニッ

ト 

カ 蓄電池部 

キ 電力変換装置 

ク 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費（太

陽光発電設備に

ついてはアから

カ及びシ、蓄電

池については

ア、エ及びキか

らシまでに係る

経費） 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ 直接経費 

ク 共通仮設費 

額、蓄電池につ

いては補助対象

経費の３分の１

（上限額85.3万

円） 



 

ケ 付帯工事費 

コ 機械器具費 

サ 測量及び試験

費 

シ その他市長が

認める経費 

太陽光発電設備、Ｅ

ＭＳ及び蓄電池を同

時に設置するもの 

①機器費（太陽光

発電設備につい

てはアからエま

で及びセ、ＥＭ

Ｓについてはオ

からコまで及び

セ、蓄電池につ

いてはエ及びサ

からセまでに係

る経費） 

ア 太陽電池モジ

ュール 

イ インバータ・

保護装置（パワ

ーコンディショ

ナー） 

ウ 架台 

エ 配管配線器具 

オ カラーモニタ

ー 

カ データ集約機

器 

キ 通信機器 

太陽光発電設備

及びＥＭＳにつ

いては補助対象

経費の５分の１

（上限200万円）

及び発電出力１

ｋＷ当たり５万

円（上限100万

円）の合計額、

蓄電池について

は補助対象経費

の３分の１（上

限額85.3万円） 

385.3万

円 



 

ク 制御装置 

ケ モニター装置 

コ 計測機器 

サ 蓄電池ユニッ

ト 

シ 蓄電池部 

ス 電力変換装置 

セ 必要不可欠な

附属機器 

②設置工事費（太

陽光発電設備及

びＥＭＳについ

てはアからカ及

びシ、蓄電池に

ついてはア、エ

及びキからシま

でに係る経費） 

ア 設計費 

イ 材料費 

ウ 雑材料費 

エ 労務費 

オ 機器搬入費 

カ 消耗品費 

キ 直接経費 

ク 共通仮設費 

ケ 付帯工事費 

コ 機械器具費 

サ 測量及び試験

費 



 

シ その他市長が

認める経費 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第７号

の規定の例による。 

２ 「発電出力」とは、太陽電池の最大出力（システムを構築する太陽電池モジ

ュールの公称最大出力をいう。）の合計値又はパワーコンディショナーの定格

出力の合計値のいずれか低い方の値をいう。 

３ 再生可能エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している場合、余剰型

太陽光発電システムについては補助対象経費を10で除して得た額の20％を、自

家消費型発電システムについては補助対象経費を５で除して得た額の20％を

補助金額及び上限額にそれぞれ加算する。 

４ 補助金額に千円未満の額が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

別表第３（第５条関係） 

(１) 家庭用 

補助対象項目 種類 必要書類 

創エネ・蓄エネ機

器 

エコハウス（長期優

良住宅） 

ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し 

オ 施工写真（建物全景の写真） 

カ 長期優良住宅に係る認定書類一式（認

定申請書、工事完了報告書等） 

キ 年間一次エネルギー消費削減量を示す

計算書 

ク 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 



 

ケ その他市長が必要と認める書類 

エコハウス（低炭素

建築物） 

ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し 

オ 施工写真（建物全景の写真） 

カ 低炭素建築物に係る認定書類一式（計

画認定通知書及び工事完了報告書） 

キ 年間一次エネルギー消費削減量を示す

計算書 

ク 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ケ その他市長が必要と認める書類 

エコハウス（ＺＥＨ

及びＺＥＨ Ｏｒｉ

ｅｎｔｅｄ） 

ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し 

オ 施工写真（建物全景の写真） 

カ 国のＺＥＨの推進に向けた支援事業に

係る認定書類（交付決定通知書等）又は

建築物のエネルギー性能を表示する第三

者認証（ＢＥＬＳ）評価申請書に基づき

施工されたことを証する書類 

キ 建築物のエネルギー性能を表示する第

三者認証（ＢＥＬＳ）評価書 



 

ク 年間一次エネルギー消費削減量を示す

計算書 

ケ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

コ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電システム ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

オ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナーの施工後の写真） 

カ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し（契約内容が確認できるものに

限る。） 

ケ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

コ その他市長が必要と認める書類 

太陽熱利用システム

（ソーラーシステ

ム） 

ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経



 

費が確認できるもの） 

オ 施工写真（集熱器及び蓄熱槽の施工後

の写真） 

カ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ケ その他市長が必要と認める書類 

地中熱利用システム

（ヒートポンプシス

テム又は空気循環） 

ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

オ 施工写真（設置機器の施工後の写真） 

カ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 地下水採取許可申請書又は地下水採取

届出書の写し（地下水採取許可又は地下

水採取届出が必要な場合に限る。） 

ケ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。 

コ その他市長が必要と認める書類 

コージェネレーショ

ンシステム（家庭用

燃料電池） 

ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確



 

認できる契約書又はこれに代わるもの 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

オ 施工写真（設置機器の施工後の写真） 

カ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ケ その他市長が必要と認める書類 

蓄電池（リチウムイ

オン電池） 

ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

オ 施工写真（蓄電池本体及びパワーコン

ディショナーの施工後の写真） 

カ 機器の型式の確認できる納品書等の写

し 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ケ その他市長が必要と認める書類 

エコリフォーム 開口部の断熱改修の

うち外窓の設置又は

交換 

ア 事業計画書 

イ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 



 

開口部の断熱改修の

うち内窓の設置 

ウ 施工写真（設置箇所の施工前の現況写

真） 

エ 対象物件の施工図面 

オ 機器の性能を証する書類 

カ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

キ その他市長が必要と認める書類 

開口部の断熱改修の

うちガラスの交換 

開口部の断熱改修の

うち玄関ドアの交換 

ア 事業計画書 

イ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

ウ 施工写真（設置箇所の施工前の現況写

真） 

エ 機器の性能を証する書類 

オ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

カ その他市長が必要と認める書類 

床の断熱改修 ア 事業計画書 

イ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

ウ 施工写真（設置箇所の施工前の現況写

真） 

エ 対象物件の施工図面 

オ 機器の性能を証する書類 

カ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

キ その他市長が必要と認める書類 

壁の断熱改修 

天井・屋根の断熱改

修 

屋根の遮熱塗装 

エコカー充給電設

備（Ｖ２Ｈ） 

― ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 契約書の写し又はこれに代わるもの 



 

エ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

オ 施工写真（Ｖ２Ｈ本体及び充給電ケー

ブルの施工後の写真） 

カ 機器の型式が確認できる納品書等の写

し 

キ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ク その他市長が必要と認める書類 

電気自動車（ＥＶ） ― ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 契約書の写し又はこれに代わるもの 

エ 領収書等販売業者への支払が確認でき

る書類の写し（補助対象経費が確認でき

るもの） 

オ 初度登録年月日が確認できる書類 

カ 保管場所標章番号通知書の写し 

キ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ク その他市長が必要と認める書類 

燃料電池自動車

（ＦＣＶ） 

― ア 交付申請（請求）額を計算する書類 

イ 事業概要書 

ウ 契約書の写し又はこれに代わるもの 

エ 領収書等販売業者への支払が確認でき

る書類の写し（補助対象経費が確認でき

るもの） 

オ 初度登録年月日が確認できる書類 

カ 保管場所標章番号通知書の写し 



 

キ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ク その他市長が必要と認める書類 

備考 

１ この表の補助対象項目及び種類の欄に掲げる用語の意義については、別表第

１第１号の規定の例による。 

２ 別表第２第１号の備考４の加算措置の適用を受ける場合は、18歳未満を含む

三世代が同居していることを証する書類（住民票の写し等）を添付すること。 

３ 別表第２第１号の備考６の加算措置の適用を受ける場合は、直近の電気料金

の請求書の写し等再生エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している

ことを証する書類を添付すること。 

(２) 自治会・管理組合用 

補助対象項目 種類 必要書類 

太陽光発電システ

ム 

― 

 

ア 事業概要書 

イ 自治会等であることを証する規約の写

し又はこれに代わるもの 

ウ 当該建物の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

エ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

オ 設計図 

カ 機器の性能を証する書類 

キ 同意書（総会の決議書等同意を得た経

緯が分かるものの写し） 

ク 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ケ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナーの施工後の写真） 



 

コ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

サ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し（契約内容が確認できるものに

限る。） 

シ その他市長が必要と認める書類 

太陽熱利用システ

ム（ソーラーシス

テム） 

― 

 

ア 事業概要書 

イ 自治会等であることを証する規約の写

し又はこれに代わるもの 

ウ 当該建物の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

エ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

オ 設計図 

カ 機器の性能を証する書類 

キ 同意書（総会の決議書等同意を得た経

緯が分かるものの写し） 

ク 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ケ 施工写真（集熱器及び蓄熱槽の施工後

の写真） 

コ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

サ 電力会社との電力受給契約 を証する

書類の写し（契約内容が確認できるもの

に限る。） 

シ その他市長が必要と認める書類 

蓄電池 リチウムイオン電池 ア 事業概要書 



 

イ 自治会等であることを証する規約の写

し又はこれに代わるもの 

ウ 当該建物の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

エ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

オ 設計図 

カ 機器の性能を証する書類 

キ 同意書（総会の決議書等同意を得た経

緯が分かるものの写し） 

ク 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ケ 施工写真（蓄電池本体及び分電盤の施

工後の写真） 

コ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

サ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し（契約内容が確認できるものに

限る。） 

シ その他市長が必要と認める書類 

高効率機器 給湯・空調 ア 事業計画書 

イ 自治会又は町内会であることを証する

規約の写し又はこれに代わるもの 

ウ 当該建物の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

エ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

オ 建物全景の写真及び施工前の現況写真 



 

カ 機器の性能を証する書類 

キ 同意書（総会の決議書等同意を得た経

緯が分かるものの写し） 

ク その他市長が必要と認める書類 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第２号

の規定の例による。 

２ 別表第２第２号の備考２の加算措置の適用を受ける場合は、直近の電気料金

の請求書の写し等再生エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している

ことを証する書類を添付すること。 

(３) 事業者用 

補助対象項目 種類 必要書類 

太陽光発電システ

ム 

余剰売電型太陽光発

電システム（ＥＭＳ

又は蓄電池を設置す

るものに限る。） 

ＥＭＳを設置した場合はアからケまで及び

サからセまで、蓄電池を設置した場合はア

からクまで及びコからセまでの書類を提出

すること。 

ア 事業概要書 

イ 補助対象事業の実施効果が分かる書類 

ウ 法人の登記事項証明書（履歴事項の全

部事項証明書）、開業届出等事業者又は

その他市長が認める団体であることを証

する書類の写し 

エ 当該建物の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

オ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

カ 設計図 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 領収書等販売業者又は施工業者への支



 

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ケ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びにＥＭＳの本

体及びカラーモニターの施工後の写真） 

コ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びに蓄電池本体

の施工後の写真） 

サ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

シ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し 

ス 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

セ その他市長が必要と認める書類 

自家消費型太陽光発

電システム（ＥＭＳ

又は蓄電池を設置し

ているものに限る。） 

ＥＭＳを設置した場合はアからケまで及び

サからセまで、蓄電池を設置した場合はア

からクまで及びコからセまでの書類を提出

すること。 

ア 事業概要書 

イ 補助対象事業の実施効果が分かる書類 

ウ 法人の登記事項証明書（履歴事項の全

部事項証明書）、開業届出等事業者又は

その他市長が認める団体であることを証

する書類の写し 

エ 当該建物の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

オ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 



 

カ 設計図 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ケ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びにＥＭＳの本

体及びカラーモニターの施工後の写真） 

コ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びに蓄電池本体

の施工後の写真） 

サ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

シ 自家消費をしていることが確認できる

もの 

ス 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

セ その他市長が必要と認める書類 

営農型太陽光発電

システム（ソーラ

ーシェアリング） 

― ア 事業概要書 

イ 補助対象事業の実施効果が分かる書類 

ウ 法人の登記事項証明書（履歴事項の全

部事項証明書）及び開業届出等事業者又

はその他市長が認める団体であることを

証する書類の写し 

エ 当該土地の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

オ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

カ 設計図（平面図・立面図） 



 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ケ 設備下部の農地における営農への影響

見込みの根拠となる関連データ又は必要

な知見を有するものの意見書 

コ 営農型太陽光発電設備に関する農地の

一時転用許可証 

サ 現在までの耕作者を証明する書類（市

外で事業を行う者が営農型太陽光発電シ

ステムを設置する場合に限る。） 

シ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ス 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナーの施工中及び施工

後の写真） 

セ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

ソ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し（契約内容が確認できるものに

限り、電力系統に接続しない場合は不要

とする。） 

タ 農地の一時転用の完了報告書及び受理

書の写し 

チ その他市長が必要と認める書類 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第３号

の規定の例による。 



 

２ 別表第２第３号の備考２の加算措置の適用を受ける場合は、直近の電気料金

の請求書の写し等再生エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している

ことを証する書類を添付すること。 

(４) 入浴介助サービス実施事業者用 

補助対象項目 種類 必要書類 

太陽熱利用システ

ム（ソーラーシス

テム） 

― ア 事業概要書 

イ 補助対象事業の実施効果が分かる書類 

ウ 法人の登記事項証明書（履歴事項の全

部事項証明書）、開業届出等事業者又は

その他市長が認める事業者であることを

証する書類の写し 

エ 当該建物の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

オ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる契約書又はこれに代わるもの 

カ 設計図 

キ 機器の性能を証する書類 

ク 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ケ 施工写真（集熱器及び蓄熱槽の施工後

の写真） 

コ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

サ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

シ その他市長が必要と認める書類 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第４号



 

の規定の例による。 

２ 別表第２第４号の備考２の加算措置の適用を受ける場合は、直近の電気料金

の請求書の写し等再生エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している

ことを証する書類を添付すること。 

(５) 初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用 

補助対象項目 種類 必要書類 

太陽光発電システ

ム 

太陽光発電設備 ア 事業内容が確認できる契約書の写し 

イ 住宅等の所有者に提示した見積書の写

し 

ウ 重要事項説明書（様式第16号） 

エ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

ア 事業内容が確認できる契約書の写し 

イ 住宅等の所有者に提示した見積書の写

し 

ウ 重要事項説明書（様式第16号） 

エ その他市長が必要と認める書類 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第５号

の規定の例による。 

２ 別表第２第５号の備考５の加算措置の適用を受ける場合は、契約する電力プ

ランの再生可能エネルギー率の分かる書類を添付すること。 

(６) 重点対策加速化事業家庭用 

補助対象項目 種類 必要書類 

太陽光発電システ

ム 

太陽光発電設備 ア 事業計画書 

イ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる見積書又はこれに代わるもの 

ウ 機器の性能を証する書類 

エ 誓約書（様式第17号） 

オ 同意書（申請者以外の所有者がいる場

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 



 

合に限る。） 

カ その他市長が必要と認める書類 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第６号

の規定の例による。 

２ 別表第２第６号の備考３の加算措置の適用を受ける場合は、18歳未満を含む

三世代が同居していることを証する書類（住民票の写し等）を添付すること。 

３ 別表第２第６号の備考５の加算措置の適用を受ける場合は、直近の電気料金

の請求書の写し等再生エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している

ことを証する書類を添付すること。 

(７) 重点対策加速化事業事業者用 

補助対象項目 種類 必要書類 

余剰売電型太陽光

発電システム 

太陽光発電設備及び

ＥＭＳを同時に設置

するもの 

ア 事業計画書 

イ 法人の登記事項証明書（履歴事項の全

部事項証明書）、開業届出等事業者又は

その他市長が認める団体であることを証

する書類の写し 

ウ 当該建物の登記事項証明書（全部事項

証明書） 

エ 補助対象経費の内訳及び事業内容が確

認できる見積書又はこれに代わるもの 

オ 市税の滞納がないことを確認できる書

類 

カ 機器の性能を証する書類 

キ 誓約書（様式第17号） 

ク 同意書（申請者以外の所有者がいる場

合に限る。） 

ケ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

太陽光発電設備、Ｅ

ＭＳ及び蓄電池を同

時に設置するもの 

自家消費型太陽光

発電システム 

太陽光発電設備及び

ＥＭＳを同時に設置

しているもの 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

太陽光発電設備、Ｅ

ＭＳ及び蓄電池を同



 

時に設置するもの 

備考 

１ この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第７号

の規定の例による。 

２ 別表第２第７号の備考３の加算措置の適用を受ける場合は、直近の電気料金

の請求書の写し等再生エネルギー比率50％以上の電力プランを使用している

ことを証する書類を添付すること。 

別表第４（第９条関係） 

(１) 家庭用 

補助対象項目 種類 必要書類 

エコリフォーム 開口部の断熱改修の

うち外窓の設置又は

交換 

ア 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

イ 施工写真（設置箇所の施工中及び施工

後の写真） 

ウ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

エ その他市長が必要と認める書類 

開口部の断熱改修の

うち内窓の設置 

開口部の断熱改修の

うちガラスの交換 

開口部の断熱改修の

うち玄関ドアの交換 

床の断熱改修 

壁の断熱改修 

天井・屋根の断熱改

修 

屋根の遮熱塗装 

備考 

１ この表の補助対象項目及び種類の欄に掲げる用語の意義については、別表第

１第１号の規定の例による。 

２ 断熱改修については、断熱材の厚みが分かるものを添付すること。 

(２) 自治会・管理組合用 



 

補助対象項目 種類 必要書類 

高効率機器 給湯又は空調 ア 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

イ 施工写真（設置機器の施工中及び施工

後の写真） 

ウ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

エ その他市長が必要と認める書類 

備考 この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第２号

の規定の例による。 

(３) 削除 

(４) 削除 

(５) 初期費用ゼロ円太陽光実施事業者用 

補助対象項目 種類 必要書類 

太陽光発電システ

ム 

太陽光発電設備 ア 太陽光発電設備の施工写真（設置個所

の施工前の写真及び施工後の写真） 

※電力系統に接続する場合は電力会社と

の電力受給契約を証する書類の写しでも

可 

イ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

ア 太陽光発電設備の施工写真（設置個所

の施工前の写真及び施工後の写真） 

※電力系統に接続する場合は電力会社と

の電力受給契約を証する書類の写しでも

可 

イ 蓄電池の施工写真（型番が確認できる

もの並びに設置個所の施工前の写真及び

施工後の写真） 



 

ウ その他市長が必要と認める書類 

備考 この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第５号

の規定の例による。 

(６) 重点対策加速化事業家庭用 

補助対象項目 種類 必要書類 

太陽光発電システ

ム 

太陽光発電設備 ア 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

イ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ウ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナーの施工後の写真） 

エ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

オ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し（契約内容が確認できるもので

あって、電力受給契約を締結した場合に

限る。） 

カ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

ア 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

イ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ウ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びに蓄電池本体

の施工後の写真） 

エ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 



 

オ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し（契約内容が確認できるもので

あって、電力受給契約を締結した場合に

限る。） 

カ その他市長が必要と認める書類 

備考 この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第６号

の規定の例による。 

(７) 重点対策加速化事業事業者用 

補助対象項目 種類 必要書類 

余剰売電型太陽光

発電システム 

太陽光発電設備及び

ＥＭＳを同時に設置

するもの 

ア 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

イ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ウ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びにＥＭＳの本

体及びカラーモニターの施工後の写真） 

エ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

オ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し 

カ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

ア 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

イ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ウ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びに蓄電池本体



 

の施工後の写真） 

エ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

オ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し 

カ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備、Ｅ

ＭＳ及び蓄電池を同

時に設置するもの 

ア 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

イ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ウ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー、ＥＭＳの本体及

びカラーモニター並びに蓄電池本体の施

工後の写真） 

エ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

オ 電力会社との電力受給契約を証する書

類の写し 

カ その他市長が必要と認める書類 

自家消費型太陽光

発電システム 

太陽光発電設備及び

ＥＭＳを同時に設置

するもの 

ア 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

イ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ウ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びにＥＭＳの本

体及びカラーモニターの施工後の写真） 

エ 設置機器の型式が確認できる納品書等



 

の写し 

オ 自家消費していることが確認できるも

の 

カ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備及び

蓄電池を同時に設置

するもの 

ア 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

イ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ウ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー並びに蓄電池本体

の施工後の写真） 

エ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

オ 自家消費をしていることが確認できる

もの 

カ その他市長が必要と認める書類 

太陽光発電設備、Ｅ

ＭＳ及び蓄電池を同

時に設置するもの 

ア 事業内容が確認できる契約書又はこれ

に代わるもの 

イ 領収書等販売業者又は施工業者への支

払が確認できる書類の写し（補助対象経

費が確認できるもの） 

ウ 施工写真（太陽電池モジュール及びパ

ワーコンディショナー、ＥＭＳの本体及

びカラーモニター並びに蓄電池本体の施

工後の写真） 

エ 設置機器の型式が確認できる納品書等

の写し 

オ 自家消費していることが確認できるも



 

の 

カ その他市長が必要と認める書類 

備考 この表の補助対象項目の欄に掲げる用語の意義については、別表第１第７号

の規定の例による。 

 

 


